チャランケ通信　第４8号　2014年１月20日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
                                       前内閣官房参与　峰崎直樹
安倍総理の「戦後政治のレジームチェンジ」との論戦を

いよいよ通常国会が24日から始まる。150日間という会期の前半は、補正予算と来年度予算が審議されることになるだろう。もちろん、先ずは施政方針演説に対する各党の代表質問が展開され、内政だけでなく、総理の靖国参拝問題を始めとする外交問題にも焦点があてられることは間違いない。4月以降には、集団的自衛権の憲法解釈の変更を打ち出すことを予知しており、安倍政権の目指す「戦後政治のレジームチェンジ」なるものの本質がだれの目にも明らかになりつつある。国会を始めとして、日本社会全体で活発な論戦が戦わされるに違いない。

それにしても、沖縄の名護市長選挙の結果は現職の稲嶺市長が再選され、辺野古への移転反対の運動に弾みがつきそうだ。お金で基地問題を解決できなくなってきたということなのだ。石破幹事長が選挙戦に入って、「名護振興基金500億円」を発言したとき、何という露骨な買収策なのだろうか、と思ったのだが、名護市民の良識が勝ったということだろう。問題は県知事が移転に賛成し、市長が反対するという捻じれがどのように推移していくのか、県民の運動如何に懸かっているのだろう。沖縄の普天間問題からも目が離せない。

白井聡著『永続敗戦論』(太田出版)は必読すべき本だ

そうした中で、最近話題を呼んでいる一冊の本がある。白井聡文化学園大学助教が書かれた『永続敗戦論　戦後日本の核心』（太田出版）であり、昨年3月に初版が出されており、それほど新しいわけでもないのかもしれない。私が買い求めたのは今年に入ってからだが、第８版となっておりかなり売れているようだ。ちょうど戦後50年となった1995年に出版された加藤典洋氏の書かれた『敗戦後論』という本があり、かなり話題を呼んだのだが、今回の白井氏の著作は、今後の日本の外交というだけに留まらない歴史的な立ち位置を問う一冊になるのではないかと評価している。

『戦後史の正体』の孫崎享氏も絶賛、日本は戦争終結時に締結した国際社会との約束をきちん理解すべきでは

「永続敗戦」とは、戦後日本のレジームの核心的本質で、「敗戦の否認」を意味している。米国に対しては敗戦国として盲目的に従属し、一方でアジア(特に中国)に対しては敗北を否認してきた。敗戦を否認するが故に敗北が際限なく続く、それが「永続敗戦」という概念の指し示す構造であり、今日、この構造は破綻に瀕している、と見ている。とくに、日本が抱えている領土問題について、中国とは尖閣諸島、ロシアとは北方領土、韓国とは竹島問題について、「永続敗戦」の論理で持って日本の態度を厳しく批判されている。ちょうど、孫崎享氏が『戦後史の正体』で明確に主張されているポイントである、日本の戦後を規定したポツダム宣言を始めとする国際条約をきちんと把握され、日本政府の言い分が如何に一貫性を欠き問題を含んでいるのか、明確にしている。特に尖閣諸島の問題は、中国との関係が深刻になっているだけに、戦争の危険性すら強調されており、昨年12月26日の安倍総理の靖国神社参拝によってますます日中関係が深刻化しているだけに、どのようにこの問題を解決していくべきなのか、真剣な論議が国会でも必要になっている。

冷戦終焉後、中国台頭とアメリカ凋落の国際関係を考える時

われわれが対中国との関係で考えておかなければならないのは、昨年中国の習近平主席がアメリカを訪問した際に、オバマ大統領がわざわざカリフォルニアにまで出向いて2日間一緒に過ごして米中の二国のリーダーとして、今後の国際関係についてじっくりと語り合ったということであり、冷戦終焉後、経済大国であることだけでなく、軍事的にも大きな存在感を増している中国との関係を重視していることに注目すべきであろう。日米安全保障条約があるものの、日本と中国との関係が悪化し、万が一戦闘状態に入ったとしても、アメリカが無条件で日本を支援してくれると考えるのは安易すぎるのかもしれない。今回の安倍総理の靖国参拝に対して、アメリカは「落胆した」と批判しているのも、日本に対して中韓両国との関係改善を強く求めているのだ。むしろ、アメリカは冷戦終焉後日本に対して経済的な競争相手として、TPPを始めとして対抗してきている点も見逃してはなるまい。

日本人の多くは、中国とも第二次世界大戦を戦ったことを忘れていないか

さらに第二次世界大戦で、日本が戦った相手としてアメリカやイギリスといった連合国はすぐに記憶の中から出て来るし、ソ連は日ソ中立条約を一方的に破って参戦したこともあり、はっきりと自覚できるのだが、中国については戦って敗北したという自覚に乏しいのが日本人の中には多いのではなかろうか。8月15日を終戦記念日とし、9月2日のミズーリ号上での敗戦の調印式（敗戦記念日）を無視しているのも、「永続敗戦論」の流れで理解できるのだろう。

いずれにせよ、日本がこれからの国際社会で、先の大戦での敗北の責任をしっかりと踏まえた歴史の正しい理解に立脚した生き方が求められている。われわれ日本人、とりわけ政治に携わる者にとって、この白井聡氏の『永続敗戦論』は大いに読まれ、論議されることを強く望みたいものである。

シリーズ消費税論議の顚末（その３）

消費増税への大転換の軌跡--------菅財務大臣、消費税発言の大転換

　前号までは、2009年3月に成立した平成21年度税制改正法案附則104条について、どのように受け止めて対応してきたのか見てきたのであるが、何と言っても、民主党政権が消費税の引き上げが必要であると認識し、それを国民に訴えたのは菅総理だったのである。菅総理は、総理になる前は副総理と財務大臣も兼務されており、財務大臣時代にその萌芽が出ていたのである。そのあたりから、振り返ってみたい。

菅財務大臣、消費税は「逆立ちしても鼻血が出ないまで無駄を省かないと」上げない発言にガックリ

2010年1月、まだ正月の門松が取れないうちに藤井財務大臣が辞任され、後任に菅副総理が就任された。これから6か月間、財務大臣を経験された中で大きく消費税発言が転換する。最初の公式発言は、1月21日衆議院の予算委員会で自民党の谷垣総裁から消費税についての質問に対して、菅財務大臣は次のように答弁されている。

　「これ以上は逆立ちしても鼻血も出ないと言うほど完全に無駄をなくした　と言えるところまで来たときに、それでも福祉の水準を維持・上昇させるために必要であれば必要な措置を取る。まだ行政の無駄遣いがなくなっていない今の段階でやることは失敗を繰り返す」

正直、この答弁を聞いて「ガックリ」来てしまった。なんだ、これでは日本の財政はますます大変なことになるな、というのが第１感だった。前年１２月の予算編成の際に、財源問題が深刻で、マニフェストで約束し、野党時代には「ガソリン値下げ隊」まで作って全国キャンペーンを繰り広げ、当時の衆参ねじれを使ってわずか１か月間とはいえガソリンの暫定税率分を強引に引き下げたのに、政権を掌握できていながら暫定税率を据え置かざるを得なかった。言うまでもなく、マニフェストで約束した財源の不足が原因であった。もともと、無駄を省いたり、予算の仕組みを変えたりして16,8兆円もの財源を捻出すること自体がナンセンスだったのだ。特に、年末の予算編成の大詰めの場面で、小沢幹事長他党幹事長室のメンバーを中心に官邸に乗り込み、国民の要望と称する項目を予算化するよう飲まされたことも頭にこびりついていた。

さらに、こんな出来事も覚えている。それは、野田財務副大臣が古本財務政務官の後援会総会で「子ども手当は来年月額26,000円に引き上げるのは今のままでは困難だ」という趣旨の発言をされたことが、マスコミに取り上げられていた。そこで、これはいい機会だから自分も同じ考え方であることを記者会見で発言し、野田発言に同調したのだ。案の定、その後菅財務大臣から「発言には注意するように」というお小言を頂戴してしまった。

イカルイットでのG7財務大臣・中銀首脳会合からの大転換

ところが、2月5~6日にかけて、カナダのイカルイットで開催されたG7財務大臣・中央銀行総裁会議に出席して帰国するや否や、事態は一変する。自分の採ったノートによれば、2月9日の午前中に、古本政務官に電話があり、至急神野先生とお会いしたい、専門家委員会の立ち上げについて危惧されているとのことだった。そこで、時間を取ってもらって官邸の５階の副総理室で午後１９時４０分から古本政務官、それに政調のスタッフと菅副総理の政務秘書官の５人で会議となった。財務官僚は一人もいなかった。

そこで菅副総理の方から小生の方に語りかけた。

「ところで、今後の予算編成の財源問題はどうするつもりだ」

それに対して、小生の方から「所得税の引き上げ・・・」と答え始めると、　

「そんなもので賄えるのか。消費税の引き上げを検討し始める必要がある」「６月の財政中期ビジョン策定に向けて、消費税引き上げも含めて専門家委員会の作業をお願いしたい」「すべては、衆議院の予算委員会が終了して行動開始する。党・内閣関係で戦略・戦術の設定を」「社会保障制度の改革案も作る必要があるし、番号制度も早急に作業に入って欲しい」

かくして、消費税論議が政府税制調査会の下に新たに作られた専門家委員会で進められることが事実上決まった瞬間であった。

政府税調専門家委員会で3月から論議を開始へ、神野会長と合意

2月12日の菅・神野会談に同席した。菅副総理から、「来年度予算はこのままでは組めない。番号制度や年金についても協議の場が作れるように準備したい。国民世論が動いてくるような状況づくりで、役割分担してもらいたい。将来的には、所得税を上げろという声は少ない。法人税は真っ二つだ。消費税引き上げは福祉目的税としてならやむを得ないのでは」といった趣旨の発言があり、神野先生からは「要は、会長（菅）と良く相談しながらやって欲しい、ということですね」ということで、今後「専門家委員会の場で消費税も含めた税の在り方について議論を開始していく」ことの方向性が打ち出されたのだ。

菅副総理は、2月14日、民放テレビに出演され、3月から消費税も含めた税制論議を開始していくことを話された。このことを受けた翌日の財務副大臣である小生の記者会見で、記者からの質問に対してのやり取りを若干紹介しておきたい。

　問)　確認ですが、消費税について今のところ菅大臣から峰崎副大臣にこういう風にしたいというのは何か来ていたりというわけではないですか。

　答）もちろん税制調査会の会長としてこれから税制調査会をどうしたら良　いかという議論は、何回か個人的にしていました。改めて会長になられて、イカルイットに行かれて、やはり財政問題というのは相当大変だなという認識を持たれたのではないでしょうか。そういう意味で税の在り方も悠長なことを言っておられないぞという感じ、雰囲気はちょっと感じたことはございます。

　問)　・・・、なぜこの時期にということで、今まで菅さんは鼻血が出ないまで財政削減をやってから消費税だとおっしゃっていたと思うんですが、それが3月から論議を始めるという風に変わった理由というのはどのように。

　答)　ご本人に聞いてもらうしかないかもしれないな。私がへんに類推するような課題では無いし、私個人はやはり今の予算を去年編成したり、税制改正をやって見て、これはなかなか大変だなと言う話は前もここでさせていただいたことがありますけれども、そういう意味では改革に一歩前に出られる時期なのかなと思ったりしますから、そこはあまり違和感はありません。

かくして、消費税の引き上げに向けた論議が、政府税制調査会の専門家委員会(神野直彦会長)の下で開始されることになった。牽引者は間違いなく菅副総理・財務大臣であり、財務官僚による洗脳ではないか、などと良く言われるのだが、この間の経過を知る者にとってはやはりイカルイットでのG7の会合でのギリシアの財政問題が一番大きかったと見ていい。

内閣の意思統一、とりわけ鳩山総理との一致ができていたのか

ただ、心配だったことは、このような大きな問題について、鳩山総理や官房長官、仙谷国家戦略担当大臣などとしっかりとした戦略的な意思統一ができているのかどうか、という点である。とりわけ、総理が4年間は消費税の引き上げはしない、ということを明言されていただけに、特に気になっていた点である。それらも含めて、これ以降の動きについては次回に譲りたい。
6

